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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消

費税等の中間申告（年3回の
場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 　6月30日

　租税負担及び社会保障負担を合わせた公的負担の国民所得に対
する比率。財務省によると、2020年度は44.6％と過去最高の見通
しです。なお、OECD加盟国と2017年実績で比べると、日本（43.3％）
は比較可能な35 ヵ国のうち下から9番目で、最高はルクセンブル
グの93.7％、最低はメキシコの21.1％です。



６月号─2

　
K
信
用
金
庫
支
店
長
・
S
氏
（
神

奈
川
県
）
は
自
社
の
現
状
に
つ
い

て
、「
貸
し
出
し
先
を
探
す
の
に
苦

労
し
て
い
る
。
私
の
支
店
は
今
や
預

貸
率
が
五
〇
％
を
切
っ
て
い
る
。」

そ
し
て
、「
こ
こ
に
き
て
不
良
債
権

の
方
は
一
％
を
超
え
て
き
て
い
る

…
。
し
か
し
以
前
の
評
判
の
悪
か
っ

た
貸
し
は
が
し
等
を
す
る
わ
け
に
は

い
か
な
い
。」
と
話
し
ま
す
。

　
金
融
機
関
と
付
き
合
い
の
あ
る
中

小
企
業
経
営
者
の
方
は
、
自
社
の
健

全
性
保
持
の
た
め
に
は
金
融
機
関
の

今
後
の
融
資
姿
勢
や
融
資
動
向
等
を

把
握
し
て
お
く
べ
き
で
し
ょ
う
。

　
こ
の
課
題
を
読
み
解
く
カ
ギ
に
な

る
の
が
、
昨
年
十
二
月
に
発
表
さ
れ

た
金
融
庁
の
「
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
廃

止
後
の
融
資
に
関
す
る
検
査
・
監
督

の
考
え
方
と
進
め
方
」
で
す
。

一
　
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
な
ぜ

廃
止
さ
れ
る
の
か
？

　
金
融
機
関
の
融
資
姿
勢
に
影
響
大

で
あ
っ
た
「
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア

ル
」（
以
下
、検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
）が
、

な
ぜ
廃
止
に
な
っ
た
の
か
、
こ
の
こ

と
に
つ
い
て
、
過
去
に
遡
っ
て
考
え

る
こ
と
に
し
ま
す（
次
頁
表
参
照
）。

　
一
九
九
九
年
七
月
に
策
定
さ
れ
た

「
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
は
、
バ
ブ
ル

経
済
の
後
始
末
は
で
き
て
い
る
の

か
、
こ
の
ま
ま
の
貸
出
を
行
っ
て
い

て
金
融
機
関
が
、
自
身
の
健
全
性
を

保
つ
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
危

惧
の
も
と
に
作
ら
れ
ま
し
た

金
融
庁
の
こ
れ
ま
で
の
考
え
方

　
不
良
債
権
の
処
理
が
最
優
先
課
題

で
あ
っ
た
二
〇
〇
〇
年
代
前
半
ま
で

は
、
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
基
づ
い
て

個
別
の
貸
出
に
つ
い
て
の
自
己
査
定

や
償
却
・
引
当
の
適
切
性
を
検
証
し

最
低
資
本
比
率
の
充
足
状
況
を
確
認

す
る
最
低
基
準
検
証
が
取
組
み
の
中

心
で
し
た
。

　
つ
ま
り
、
金
融
機
関
が
融
資
実
行

に
あ
た
っ
て
は
債
務
者
区
分
（
融
資

先
を
区
分
）を
行
っ
た
上
で
、担
保
、

保
証
の
有
無
等
を
ベ
ー
ス
に
債
権
を

分
類
し
、
貸
倒
引
当
金
を
算
出
す
る

方
法
で
金
融
機
関
の
最
低
資
本
比
率

を
守
る
（
金
融
機
関
の
健
全
性
の
維

持
）
こ
と
を
義
務
づ
け
た
の
で
す
。

　
こ
れ
に
よ
り
金
融
機
関
は
融
資
に

当
た
り
、「
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル

（
別
表
）」
に
お
け
る
債
権
分
類
基
準

（
要
約
は
最
後
に
注
記
し
て
あ
り
ま

す
の
で
、
ご
参
照
下
さ
い
）
を
参
考

に
融
資
を
実
行
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　
こ
れ
は
簡
単
に
言
い
ま
す
と
回
収

を
最
優
先
し
た
貸
出
し
で
あ
り
、
金

融
機
関
が
リ
ス
ク
を
取
ら
な
い
形
式

的
な
方
法
で
す
。
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル

に
よ
り
、
過
去
の
業
績
重
視
の
融
資

姿
勢
が
二
〇
年
間
も
続
い
た
こ
と

は
、
事
業
経
営
者
か
ら
見
る
と
不
可

思
議
な
こ
と
で
す
。

　
一
般
経
済
常
識
か
ら
外
れ
た
検
査

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
弊
害
が
出
て
く
る
の

は
当
然
で
す
。

金
融
庁
「
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
廃
止
後

の
融
資
に
関
す
る
検
査
・
監
督
の
考

え
方
と
進
め
方
」

①
　
担
保
・
保
証
へ
の
過
度
な
依

存
、
貸
出
先
の
事
業
の
理
解
、
目

利
き
力
の
低
下
と
い
っ
た
融
資
行

動
へ
の
影
響
が
生
じ
た
（
こ
れ
に

対
し
、
バ
ブ
ル
以
前
に
は
、
運
転

資
金
、
設
備
資
金
等
の
資
金
使
途

や
返
済
財
源
に
着
目
し
、
将
来
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
を
重
視
し
た

融
資
が
行
わ
れ
て
い
た
と
の
指
摘

が
あ
る
）。

②
　
過
去
の
貸
出
実
績
の
み
に
依
拠

し
て
引
当
を
見
積
る
実
務
が
定
着

し
た
結
果
、
金
融
機
関
が
認
識
し

て
い
る
将
来
の
貸
倒
れ
の
リ
ス
ク

を
引
当
に
適
切
に
反
映
さ
せ
る
こ

と
が
難
し
く
な
っ
た
（
個
々
の
貸

出
先
の
債
務
者
区
分
の
変
更
に
よ

り
引
当
額
を
増
減
さ
せ
る
実
務
で

は
将
来
の
リ
ス
ク
を
適
切
に
反
映

さ
せ
る
こ
と
が
難
し
い
）。

　
つ
ま
り
、
金
融
機
関
の
一
九
九
九

年
以
前
の
融
資
に
つ
い
て
、
適
切
な

「
貸
出
先
企
業
の
将
来
の
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
を
重
視
し
た
」
リ
ス
ク
テ

イ
ク
を
と
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
と
認

め
て
い
ま
す
。

二
　
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
廃
止
後

の
検
査
・
監
督
の
進
め
方

　
で
は
、
金
融
庁
は
検
査
マ
ニ
ュ
ア

ル
廃
止
後
、ど
の
様
に
考
え
る
の
か
。

金融検査
マニュアル

の
廃
止



3─６月号

①
　
金
融
機
関
が
自
ら
の
経
営

理
念
を
出
発
点
と
し
て
、
こ

れ
を
整
合
的
な
形
で
経
営
戦

略
や
各
方
針
を
策
定
し
、
そ

れ
に
即
し
た
形
で
の
将
来
を

見
通
し
た
信
用
リ
ス
ク
の
特

定
・
評
価
や
、
自
己
査
定
・

償
却
・
引
当
へ
の
反
映
を
行

い
や
す
く
し
て
い
く
。

②
　
融
資
に
つ
い
て
、
担
保
・

保
証
か
ら
の
回
収
可
能
性
だ

け
で
な
く
、
将
来
の
キ
ャ
ッ

シ
ュ
フ
ロ
ー
に
基
づ
く
返
済

可
能
性
に
も
着
目
し
て
金
融

仲
介
機
能
を
発
揮
し
よ
う
と

す
る
金
融
機
関
の
取
組
み
を

妨
げ
な
い
。

　
金
融
庁
の
考
え
方
に
は
、
現
在
で

は
多
く
の
金
融
機
関
に
お
い
て
最
低

自
己
資
本
比
率
の
面
で
は
お
お
む
ね

充
足
さ
れ
た
と
の
認
識
が
背
景
に
あ

り
ま
す
。

　
一
方
、
人
口
減
少
や
高
齢
化
の
進

行
、
国
内
市
場
の
縮
小
、
世
界
的
な

低
金
利
環
境
の
持
続
等
を
通
じ
た
競

争
下
で
、
金
融
機
関
の
経
営
環
境
は

厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ

う
な
環
境
の
下
で
は
、
適
切
な
リ
ス

ク
テ
イ
ク
を
通
じ
た
収
益
性
の
確
保

な
し
に
は
健
全
性
を
確
保
で
き
ず
、

各
金
融
機
関
の
自
助
努
力
の
上
で
運

営
す
る
よ
う
求
め
て
い
ま
す
。

　
以
上
が
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

時
か
ら
廃
止
へ
の
流
れ
で
す
。

三
　
今
後
の
金
融
機
関
の
中
小
企
業

貸
出
し
に
つ
い
て

　
金
融
庁
の
検
査
・
監
督
の
方
向
性

か
ら
金
融
機
関
の
貸
出
は
ど
の
よ
う

に
変
わ
っ
て
い
く
の
か
手
探
り
の
状

態
で
す
が
、
A
氏
は
個
人
的
見
解
と

し
た
上
で
、
こ
う
話
し
ま
す
。

①
　
金
融
機
関
が
二
〇
年
以
上
続
け

て
き
た
融
資
姿
勢
は
一
気
に
は
変

ら
な
い
。
し
か
し
、
変
え
よ
う
と

し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
経
営

者
は
複
数
行
を
粘
り
強
く
歩
く
必

要
が
あ
る
。

②
　
三
ヵ
月
先
、
あ
る
い
は
六
ヵ
月

先
の
自
社
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

を
説
明
す
る
資
料
（
資
金
繰
り

表
）
を
作
成
し
、
経
営
者
自
身
が

説
明
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

③
　
②
と
重
複
す
る
こ
と
に
な
る

が
、
赤
字
、
黒
字
企
業
を
問
わ
ず

正
常
な
運
転
資
金
の
確
保
を
最
優

先
に
し
た
経
営
を
行
う
こ
と
。
こ

の
た
め
に
負
担
の
重
い
長
期
借
入

金
の
軽
減
を
図
る
こ
と
（
長
期
借

入
金
の
一
本
化
等
）。

泫
　
金
融
検
査
マ
ニ
ュ
ア
ル（
別
表
）

の
枠
組
み
は
、融
資
先
（
債
務
者
）

を
正
常
先
、
要
注
意
先
（
要
注
意

先
債
務
者
の
う
ち
「
三
ヵ
月
以
上

延
滞
債
権
」
又
は
「
貸
出
条
件
緩

和
」の
者
を
要
管
理
先
と
す
る
）、

破
綻
懸
念
先
、
実
質
破
綻
先
及
び

破
綻
先
に
区
分
す
る
。
そ
し
て
、

正
常
先
、
要
注
意
先
（
要
管
理
先

を
含
む
）
に
つ
い
て
は
、
債
務
者

区
分
毎
の
債
権
額
に
対
し
て
予
想

損
失
額
を
確
定
し
、
そ
の
金
額
に

相
当
す
る
額
の
貸
倒
引
当
金
を
計

上
す
る
。

　
　
破
綻
懸
念
先
、
実
質
破
綻
先
、

破
綻
先
に
つ
い
て
は
個
別
債
務
者

毎
の
回
収
不
能
見
込
額
に
貸
倒
引

当
金
を
計
上
す
る
よ
う
に
し
て
い

る
。

　
　
つ
ま
り
、
融
資
先
に
対
し
財
務

内
容
の
良
、
不
良
を
区
分
し
貸
倒

引
当
金
を
積
め
と
い
う
も
の
。
ま

た
、
も
う
一
つ
の
基
準
は
、
融
資

に
当
た
り
回
収
の
可
能
性
（
担
保

の
裏
付
け
）
を
考
慮
し
、
貸
倒
引

当
を
し
ろ
と
い
う
主
旨
の
も
の
に

な
っ
て
い
る
。

〈表〉金融検査マニュアル廃止への経緯

１　バブル崩壊後の検査・監督の考え方・進め方 年　月
　①不動産関連融資への総量規制の行政指導 1990.３
　②大手証券会社、都市銀行の破綻 1997
　③金融システム維持のために民間金融機関へ「公的資金」注入 1998.３
　④複数の長期信用銀行の破綻 1998

２　金融機関の現状と課題に合わせた検査・監督の考え方・進め方 年　月
　①「金融検査マニュアル」公表 1999.７
　②「金融検査マニュアル」（中小企業版）公表 2002.６
　③「金融検査マニュアル別冊」（事例20）公表 2015.１
　④「金融検査と監督の考え方と進め方」マニュアル廃止を明記 2018.６
　⑤「金融システムの安定を目標とする検査・監督の考え方と進め方（健全性基本方針）」公表 2019.３
　⑥「金融検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」公表 2019.12
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令
和
二
年
度
税
制
改
正
で
は
、
政

府
が
推
し
進
め
る
持
続
的
な
経
済
成

長
の
実
現
、
経
済
社
会
の
構
造
変
化

へ
の
対
応
等
の
観
点
か
ら
の
目
玉
政

策
と
し
て
、
国
内
の
事
業
会
社
等
が

一
定
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
出
資
し

た
場
合
に
課
税
の
特
例
が
受
け
ら
れ

る
「
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促

進
税
制
」
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
税
制
措
置
は
、
自
社
に
な
い

革
新
的
な
技
術
を
手
に
入
れ
る
と
と

も
に
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
に
も
繋
が

り
、
欧
米
で
は
既
に
行
わ
れ
て
い
ま

す
。

　
ま
た
、
大
企
業
は
も
ち
ろ
ん
で
す

が
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
も
、
自
社

の
経
営
資
源
の
不
足
を
外
部
リ
ソ
ー

ス
で
補
う
取
組
み
は
、
技
術
や
ノ
ウ

ハ
ウ
面
等
に
お
い
て
大
き
な
効
果
を

発
揮
す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

　
革
新
的
な
技
術
を
有
す
る
ベ
ン
チ

ャ
ー
企
業
と
の
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
は
、
今
後
ま
す
ま
す
重
要
と

な
っ
て
き
ま
す
の
で
、
制
度
の
内
容

等
を
確
認
し
て
お
き
ま
す
。

１
　
制
度
創
設
の
背
景  

　
既
存
企
業
が
従
前
の
閉
鎖
的
で
コ

ス
ト
の
高
い
自
己
開
発
に
こ
だ
わ
る

こ
と
な
く
、
新
た
な
分
野
に
投
資
す

る
な
ど
自
ら
事
業
革
新
を
進
め
る
こ

と
は
、
こ
の
時
代
に
お
い
て
企
業
が

生
き
残
る
た
め
に
必
要
不
可
欠
と
な

っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
の
手
段
と

し
て
、
新
し
い
技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
等

を
持
つ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
担
い
手

で
あ
る
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
と
協
働

し
、
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

取
組
み
を
重
点
的
に
進
め
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
税
制

面
か
ら
の
支
援
と
し
て
、
事
業
会
社

に
よ
る
一
定
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ

の
出
資
に
対
し
、
極
め
て
異
例
の
措

置
と
し
て
出
資
の
一
定
額
の
所
得
控

除
を
認
め
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
な
お
、
制
度
で
は
、
趣
旨
に
沿
う

よ
う
経
済
産
業
大
臣
の
確
認
や
、
一

定
期
間
内
に
出
資
株
式
を
処
分
等
し

た
場
合
の
取
戻
し
の
規
定
も
設
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

◯ 事業者は、経済産業省に対し、1年間の出資案件に関して、「各出資が事業会社、ベンチャー企
業双方の事業革新に有効であり、制度を濫用するものでないこと」を決算期にまとめて報告（事
前認定は行わない）。

（注１）CVC とは、事業会社によるベンチャーキャピタルのことを指す。
（注２） 5 年間以内に株式を譲渡した場合や配当の支払いを受けた場合等には、控除額を益金算入。

25％所得控除

経済産業省資料

〈行為要件〉
①　1件当たり 1億円以上の大規模出資
　　中小企業からの出資は 1,000 万円以上
　※ 海外ベンチャー企業への出資は 5億円

以上
② 　株主間の株式売買ではなく、ベンチャー
企業に新たに資金が供給される出資

　※発行済株式の取得は対象外
③　 1 件当たりの控除額の上限は 25 億円、

年間の控除額の上限は 125 億円
④　一定期間（5年間）の株式保有（注 2）

〈出資を行う企業要件〉
①　国内事業会社
　　又は
② 　国内事業会社による CVC（注 1）
　※ 事業会社又はその子会社が運営

し、持分の過半数以上を所有す
るファンド等

〈出資を受けるベンチャー企業要件〉
① 　新規性・成長性のある設立後
10 年未満の未上場ベンチャー企
業

　※ 新設企業は対象外
② 　出資を行う企業又は他の企業の
グループに属さないベンチャー企
業

事業会社等 一定のベンチャー企業

出　資

　
　

 
令
和
二
年
度
税
制
改
正  

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
税
制
の
創
設
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２
　
制
度
の
概
要  

　
青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人
で

特
定
事
業
活
動
を
行
う
法
人
（
以
下

「
対
象
法
人
」
と
い
い
ま
す
。）
が
、

令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年

三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
一
定
の

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
株
式
（
特
定
株

式
）
を
取
得
し
、
か
つ
、
こ
れ
を
そ

の
取
得
し
た
日
を
含
む
事
業
年
度
末

ま
で
有
し
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、

そ
の
特
定
株
式
の
取
得
価
額
の
二
五

％
以
下
の
金
額
を
特
別
勘
定
の
金
額

と
し
て
経
理
処
理
し
た
と
き
は
、
そ

の
事
業
年
度
の
所
得
金
額
を
上
限
に

そ
の
経
理
処
理
し
た
金
額
の
合
計
額

を
損
金
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
（
前
頁
図
表
参
照
）。

　
た
だ
し
、
特
別
勘
定
と
し
て
経
理

処
理
し
た
金
額
（
上
限
一
二
五
億

円
）
が
限
度
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
取
得
日
か
ら
五
年
の
間

に
、
特
定
株
式
の
譲
渡
そ
の
他
の
取

崩
し
事
由
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ

た
場
合
に
は
、
そ
の
事
由
に
応
じ
た

金
額
を
取
り
崩
し
て
益
金
の
額
に
算

入
さ
れ
ま
す
。

３
　
対
象
法
人  

　
特
定
事
業
活
動
を
行
う
法
人
（
対

象
法
人
）
と
は
、
自
ら
の
経
営
資
源

以
外
の
経
営
資
源
を
活
用
し
、
高
い

生
産
性
が
見
込
ま
れ
る
事
業
を
行
う

こ
と
又
は
新
た
な
事
業
の
開
拓
を
行

う
こ
と
を
目
指
す
株
式
会
社
や

C
V
C
（
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ベ
ン
チ
ャ

ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
）
を
い
い
ま
す
。

４
　
特
定
株
式  

　
適
用
対
象
と
な
る
特
定
株
式
と

は
、
産
業
競
争
力
強
化
法
の
新
事
業

開
拓
事
業
者
の
う
ち
同
法
の
特
定
事

業
活
動
に
資
す
る
事
業
を
行
う
内
国

法
人
（
既
に
事
業
を
開
始
し
て
い
る

も
の
で
、
設
立
後
十
年
未
満
の
も
の

に
限
る
。）
又
は
こ
れ
に
類
す
る
外

国
法
人
（
以
下
「
特
別
新
事
業
開
拓

事
業
者
」
と
い
い
ま
す
。）
の
株
式

の
う
ち
一
定
の
要
件
を
満
た
す
こ
と

に
つ
き
経
済
産
業
大
臣
の
証
明
が
あ

る
も
の
を
い
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
以
下
の
①
〜
④
が

要
件
と
な
り
ま
す
。

①
　
対
象
法
人
が
取
得
す
る
も
の
又

は
そ
の
対
象
法
人
が
出
資
額
割
合

五
〇
％
超
の
唯
一
の
有
限
責
任
組

合
員
で
あ
る
投
資
事
業
有
限
責
任

組
合
の
組
合
財
産
等
と
な
る
も
の

②
　
資
本
金
の
増
加
に
伴
う
払
込
み

に
よ
り
交
付
さ
れ
る
も
の

③
　
そ
の
払
込
金
額
が
一
億
円
以
上

（
中
小
企
業
者
に
あ
っ
て
は
一
、

〇
〇
〇
万
円
以
上
と
し
、
外
国
法

人
へ
の
払
込
み
に
あ
っ
て
は
五
億

円
以
上
）で
あ
る
こ
と
。た
だ
し
、

対
象
と
な
る
払
込
み
に
上
限
を
設

け
る

④
　
対
象
法
人
が
特
別
新
事
業
開
拓

事
業
者
の
株
式
の
取
得
等
を
す
る

一
定
の
事
業
活
動
を
行
う
場
合
で

あ
っ
て
、
そ
の
特
別
新
事
業
開
拓

事
業
者
の
経
営
資
源
が
、
そ
の
一

定
の
事
業
活
動
に
お
け
る
高
い
生

産
性
が
見
込
ま
れ
る
事
業
を
行
う

こ
と
又
は
新
た
な
事
業
の
開
拓
を

行
う
こ
と
に
資
す
る
も
の
で
あ
る

こ
と
そ
の
他
の
基
準
を
満
た
す
こ

と

　
な
お
、
日
本
企
業
が
自
社
で
出
来

な
い
事
業
を
社
外
の
力
を
使
う
こ
と

が
狙
い
な
の
で
、
グ
ル
ー
プ
会
社
へ

の
出
資
は
対
象
外
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

５
　
特
別
勘
定
の
取
崩
し
事
由  

　
適
用
を
受
け
た
事
業
会
社
が
、
特

定
株
式
の
取
得
か
ら
五
年
以
内
に
特

別
勘
定
を
取
り
崩
し
て
益
金
算
入
と

な
る
場
合
と
し
て
は
、
次
の
よ
う
な

も
の
が
該
当
し
ま
す
。

①
　
特
定
株
式
に
つ
き
経
済
産
業
大

臣
の
証
明
が
取
り
消
さ
れ
た
場
合

②
　
特
定
株
式
の
全
部
又
は
一
部
を

有
し
な
く
な
っ
た
場
合

③
　
特
定
株
式
に
つ
き
配
当
を
受
け

た
場
合

④
　
特
定
株
式
の
帳
簿
価
額
を
減
額

し
た
場
合

⑤
　
特
定
株
式
を
組
合
財
産
と
す
る

投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
等
の
出

資
額
割
合
の
変
更
が
あ
っ
た
場
合

⑥
　
特
定
株
式
に
係
る
特
別
新
事
業

開
拓
事
業
者
が
解
散
し
た
場
合

⑦
　
対
象
法
人
が
解
散
し
た
場
合

⑧
　
特
別
勘
定
の
金
額
を
任
意
に
取

り
崩
し
た
場
合
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働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
が

成
立
し
、
改
正
さ
れ
た
労
働
時
間
等

設
定
改
善
法
お
よ
び
労
働
時
間
等
見

直
し
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
労
働
時
間
等

設
定
改
善
指
針
）
が
昨
年
四
月
一
日

か
ら
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

泫
　「
労
働
時
間
等
見
直
し
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
（
労
働
時
間
等
設
定
改
善

指
針
）」
は
、
労
働
時
間
等
設
定

改
善
法
に
基
づ
く
指
針
で
、
事
業

主
等
が
労
働
時
間
等
の
設
定
の
改

善
に
つ
い
て
、
適
切
に
対
処
す
る

た
め
の
必
要
事
項
を
定
め
た
も
の

　
こ
の
改
正
に
よ
り
、
事
業
主
が
時

間
外
労
働
・
休
日
労
働
の
削
減
に
取

り
組
む
こ
と
や
、
計
画
的
な
年
次
有

給
休
暇
の
取
得
促
進
に
取
り
組
む
こ

と
等
の
ほ
か
、
他
の
事
業
主
と
の
取

引
に
お
い
て
、
長
時
間
労
働
に
つ
な

が
る
短
納
期
発
注
や
発
注
内
容
の
頻

繁
な
変
更
を
行
わ
な
い
よ
う
配
慮
す

る
こ
と
な
ど
が
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

　
今
回
は
、「
長
時
間
労
働
に
つ
な

が
る
取
引
慣
行
の
見
直
し
」
に
つ
い

て
説
明
し
ま
す
。

一

　改
正
概
要

㈠
　
労
働
時
間
等
設
定
改
善
法
の
改

正
　
事
業
主
の
責
務
と
し
て
、
次
の
こ

と
が
定
め
ら
れ
ま
し
た
（
傍
線
は
改

正
に
よ
り
加
わ
っ
た
箇
所
で
す
。
㈡

に
お
い
て
も
同
様
）。

　「
事
業
主
は
、
他
の
事
業
主
と
の

取
引
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
著
し

く
短
い
期
限
の
設
定
及
び
発
注
の
内

容
の
頻
繁
な
変
更
を
行
わ
な
い
こ

と
、
当
該
他
の
事
業
主
の
講
ず
る
労

働
時
間
等
の
設
定
の
改
善
に
関
す
る

措
置
の
円
滑
な
実
施
を
阻
害
す
る
こ

と
と
な
る
取
引
条
件
を
付
け
な
い
こ

と
等
取
引
上
必
要
な
配
慮
を
す
る
よ

う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」

㈡
　
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン（
指
針
）の
改
正

　
改
正
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
指
針
）
で

は
、
取
引
慣
行
の
見
直
し
に
関
し
、

次
の
よ
う
に
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

「
個
々
の
事
業
主
が
労
働
時
間
等

の
設
定
の
改
善
に
関
す
る
措
置
を
講

じ
て
も
、
親
企
業
か
ら
の
発
注
等
取

引
上
の
都
合
に
よ
り
、
そ
の
措
置
の

円
滑
な
実
施
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
と

な
り
か
ね
な
い
。
特
に
中
小
企
業
等

に
お
い
て
時
間
外
・
休
日
労
働
の
削

減
に
取
り
組
む
に
当
た
っ
て
は
、

個
々
の
事
業
主
の
努
力
だ
け
で
は
限

界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
長
時
間
労
働

に
つ
な
が
る
取
引
慣
行
の
見
直
し
が

必
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
事
業
主

は
、
他
の
事
業
主
と
の
取
引
を
行
う

に
当
た
っ
て
は
、
例
え
ば
、
次
の
よ

う
な
事
項
に
つ
い
て
配
慮
を
す
る
こ

と
。

イ
　
週
末
発
注
・
週
初
納
入
、
終
業

後
発
注
・
翌
朝
納
入
等
の
短
納
期

発
注
を
抑
制
し
、
納
期
の
適
正
化

を
図
る
こ
と
。

ロ
　
発
注
内
容
の
頻
繁
な
変
更
を
抑

制
す
る
こ
と
。

ハ
　
発
注
の
平
準
化
、
発
注
内
容
の

明
確
化
そ
の
他
の
発
注
方
法
の
改

善
を
図
る
こ
と
。」

　
こ
の
よ
う
に
、
中
小
企
業
等
に
お

い
て
は
個
々
の
事
業
主
の
努
力
だ
け

で
は
時
間
外
労
働
や
休
日
労
働
の
削

減
に
限
界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
取
引

先
に
対
し
て
も
取
引
慣
行
見
直
し
の

配
慮
を
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。

二

　親
事
業
者
と
下
請
事
業
者
の
取
引

　
経
済
産
業
省
・
中
小
企
業
庁
が
所

管
す
る
「
下
請
中
小
企
業
振
興
法
」

に
基
づ
く
「
振
興
基
準
」
に
は
、
親

事
業
者
と
下
請
事
業
者
の
望
ま
し
い

取
引
関
係
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

㈠
　
働
き
方
改
革
へ
の
取
組

　
振
興
基
準
で
は
、
次
の
こ
と
が
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

①
　
や
む
を
得
ず
短
納
期
発
注
や
急

な
仕
様
変
更
な
ど
を
行
う
場
合
に

は
、
残
業
代
等
の
適
正
な
コ
ス
ト

は
親
事
業
者
が
負
担
す
る
こ
と
。

②
　
親
事
業
者
は
、
下
請
事
業
者
の

「
働
き
方
改
革
」
を
阻
害
す
る
不

利
益
と
な
る
よ
う
な
取
引
や
要
請

は
行
わ
な
い
こ
と
。

　
例
え
ば
、

・
無
理
な
短
納
期
発
注
へ
の
納
期
遅

れ
が
理
由
の
受
領
拒
否
や
減
額

・
親
事
業
者
自
ら
の
人
手
不
足
や
長

時
間
労
働
削
減
に
よ
る
検
収
体
制

不
備
に
起
因
し
た
受
領
拒
否
や
支

払
遅
延

・
過
度
に
短
納
期
と
な
る
時
間
指
定

配
送
、
過
剰
な
賞
味
期
限
対
応
や

欠
品
対
応
に
起
因
す
る
短
い
リ
ー

ド
タ
イ
ム
、
適
正
な
コ
ス
ト
負
担

を
伴
わ
な
い
多
頻
度
小
口
配
送

長
時
間
労
働
に
つ
な
が
る

取
引
慣
行
の
見
直
し
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・
納
期
や
工
期
の
過
度
な
年
度
末
集

中
㈡
　
明
確
な
発
注
内
容

　
発
注
内
容
を
明
確
に
す
る
た
め
、

次
の
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

①
　
親
事
業
者
は
、
継
続
的
な
取
引

を
行
う
下
請
事
業
者
に
対
し
て
、

安
定
的
な
生
産
が
行
え
る
よ
う
長

期
発
注
計
画
を
提
示
し
、
発
注
の

安
定
化
に
努
め
る
こ
と
。

②
　
発
注
内
容
を
変
更
す
る
と
き

は
、
不
当
な
や
り
直
し
が
生
じ
な

い
よ
う
十
分
に
配
慮
す
る
こ
と
。

㈢
　
労
務
費
上
昇
に
つ
い
て
の
協
議

　
親
事
業
者
は
、
取
引
対
価
の
見
直

し
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
協
議

に
応
じ
る
も
の
と
さ
れ
、
特
に
人
手

不
足
や
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
な
ど

に
よ
る
労
務
費
の
上
昇
に
つ
い
て

は
、
そ
の
影
響
を
反
映
す
る
よ
う
十

分
に
協
議
し
た
上
で
取
引
対
価
を
決

定
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

三

　し
わ
寄
せ
防
止
総
合
対
策

㈠
　
概
要

　
厚
生
労
働
省
・
中
小
企
業
庁
・
公

正
取
引
委
員
会
に
お
い
て
は
、
今
年

四
月
か
ら
の
中
小
企
業
へ
の
時
間
外

労
働
の
上
限
規
制
の
適
用
に
あ
わ

せ
、緊
密
な
連
携
を
図
り
な
が
ら『
大

企
業
・
親
事
業
者
の
働
き
方
改
革
に

伴
う
下
請
等
中
小
事
業
者
へ
の
「
し

わ
寄
せ
」
防
止
の
た
め
の
総
合
対

策
』（
し
わ
寄
せ
防
止
総
合
対
策
）

が
講
じ
ら
れ
、
次
の
四
つ
を
柱
と
し

た
取
組
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

①
　
関
係
法
令
等
の
周
知
広
報

　
　
労
働
局
・
労
働
基
準
監
督
署

が
、
あ
ら
ゆ
る
機
会
を
通
じ
て
、

労
働
時
間
等
設
定
改
善
法
に
加

え
、
下
請
中
小
企
業
振
興
法
に
基

づ
く
「
振
興
基
準
」
等
に
つ
い
て

も
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
を
活
用
し
た

周
知
な
ど
を
行
う
。

②
　
労
働
局
・
労
基
署
等
の
窓
口
等

に
お
け
る
「
し
わ
寄
せ
」
情
報
の

提
供

　
　
下
請
等
中
小
事
業
者
か
ら
、
大

企
業
・
親
事
業
者
の
働
き
方
改
革

に
よ
る
「
し
わ
寄
せ
」
に
関
す
る

相
談
が
寄
せ
ら
れ
た
場
合
は
、
そ

の
情
報
を
地
方
経
済
産
業
局
に
提

供
す
る
。

③
　
労
働
局
・
労
基
署
に
よ
る
「
し

わ
寄
せ
」
防
止
に
向
け
た
要
請
・

通
報

・
労
働
局
か
ら
管
内
の
大
企
業
等
に

対
し
、「
し
わ
寄
せ
」
防
止
に
向

け
た
要
請
等
を
実
施
す
る
。

・
下
請
事
業
者
に
対
す
る
監
督
指
導

に
お
い
て
、
労
働
基
準
関
係
法
令

違
反
が
認
め
ら
れ
、
背
景
に
親
事

業
者
に
よ
る
下
請
法
等
違
反
行
為

の
存
在
が
疑
わ
れ
る
場
合
に
は
、

公
取
委
・
中
企
庁
に
通
報
す
る
。

④
　
公
取
委
・
中
企
庁
に
よ
る
指
導

及
び
不
当
な
行
為
事
例
の
周
知
・

広
報

・
大
企
業
の
働
き
方
改
革
に
伴
う
下

請
等
中
小
事
業
者
へ
の
コ
ス
ト
負

担
を
伴
わ
な
い
短
納
期
発
注
等
の

下
請
法
等
違
反
の
「
し
わ
寄
せ
」

に
つ
い
て
は
、
公
取
委
・
中
企
庁

が
下
請
法
等
に
基
づ
き
、
厳
正
に

対
応
す
る
。

・
実
際
の
指
導
事
例
や
不
当
な
行
為

の
事
例
（
べ
か
ら
ず
集
）
の
周
知
・

広
報
を
徹
底
す
る
。

㈡
　
不
当
な
行
為
事
例

　
前
記
㈠
④
の
「
不
当
な
行
為
事

例
」
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
も
の

を
紹
介
し
ま
す
。

◇
買
い
た
た
き

事
例
①
　
短
納
期
発
注
を
行
い
、
受

注
者
は
休
日
対
応
す
る
こ
と
を
余

儀
な
く
さ
れ
、
人
件
費
等
の
コ
ス

ト
が
大
幅
に
増
加
し
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
通
常
の
単
価
と
同
一
の

単
価
を
一
方
的
に
定
め
た
。

◇
減
額

事
例
②
　
短
納
期
発
注
に
対
す
る

「
特
急
料
金
」
を
支
払
わ
ず
、
通

常
代
金
し
か
支
払
わ
な
い
。

◇
不
当
な
給
付
内
容
の
変
更
・
や
り

直
し

事
例
③
　
配
送
業
者
の
ト
ラ
ッ
ク
を

数
台
待
機
さ
せ
る
こ
と
を
契
約
で

定
め
て
い
た
が
、
当
日
に
な
っ
て

一
方
的
に
キ
ャ
ン
セ
ル
し
、
そ
の

分
の
対
価
を
支
払
わ
な
い
。

◇
受
領
拒
否

事
例
④
　
発
注
後
、
一
方
的
に
納
期

を
短
く
変
更
し
、
受
注
者
側
は
長

時
間
勤
務
で
対
応
し
た
が
納
期
に

納
入
が
間
に
合
わ
ず
、
納
入
遅
れ

を
理
由
に
受
領
を
拒
否
し
た
。

◇
不
当
な
経
済
上
の
利
益
提
供
要
請

事
例
⑤
　
商
品
の
発
注
に
関
す
る
デ

ー
タ
の
自
社
シ
ス
テ
ム
へ
の
入
力

業
務
を
発
注
者
自
ら
行
う
べ
き
で

あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
受
注
者

に
対
し
て
無
償
で
行
わ
せ
た
。

　
こ
れ
ら
は
「
働
き
方
改
革
」
を
阻

害
す
る
不
当
な
行
為
と
さ
れ
、「
下

請
法
や
独
占
禁
止
法
で
定
め
る
禁
止

行
為
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
」

と
し
て
注
意
喚
起
が
さ
れ
て
い
ま

す
。



　長年、小規模事業者の経営を見ているコ
ンサルタントA氏は、次のように話します。
　「経営の持続に必要なことは、資金繰り
を安定させることである。そして、業績は
預金の増加に出てくるものだ」と。
　経営を短期的に見るときは、より資金繰
りが重要となります。では、資金繰り重視
の経営を行う（資金収支を把握して経営す
る）方法について簡単に説明します。
　具体的には、今後2か月間の資金収支見
込額を把むことで、3か月先、さらに半年
先の打つべき手が見えてきます。
見込額からみて今後の経営が厳しい場合
イ　役員報酬は生活費プラスαに削減
ロ　不要不急の資産の処分・換金
ハ　雇用調整助成金等の申請
ニ　銀行へ証書借入金の元金停止の相談
　上記のことを踏まえても資金不足の場合

は、以下を行います。
ホ　金融機関と保証協会へ追加借入を依頼
ヘ　取引先に手形期間の延長
　なお、給与カットはしないこと、街金・
融通手形は厳禁です。また友人・知人・親
戚からの安易な借入れは避けてください。
　以下の〈資金収支の概算について〉を参
考に、是非、ご自身で資金収支の計算を行
ってみてください。
〈資金収支の概算について〉
①　預金残高の概数を把握
②　月平均の固定費（人件費＋家賃等物件
費）×2か月分
③　今後2か月間の予想粗利益額の算定
　　（月商－月仕入・材料費・外注費）×2
か月分
④　運転資金の収支予想額の算定
　　（売掛金回収額＋在庫換金削減額－買
掛金・支払手形額）×2か月分
⑤　今後2か月間の借入金の返済額
　今後2か月間の資金収支計算は、①－②
＋③＋④－⑤＝2か月後の預金残高予想額

資金繰りをつけるに 
当たっての注意点

　「0.02％」。この数字は何を意味するか、
お分りでしょうか。
　創業30年後に生存している企業の確率
です。
　F社長は、自身の会社が50年間やって
こられた理由を次のように言います。
　「創業以来、端子（電子部品）盤メーカー
として一業に専心してきたことと、人のご
縁を大切にしてきた」、「とくに人のつなが
りは最も大切にしている」
　F社長の保有する名刺は11,500枚。な
かには、長期間懇意にしている得意先A社
だけで269枚。このような具合で、得意
先1社だけで10枚以上あることも珍しく
ありません。
　同社の営業マンを得意先に行かせるとき
は、①行き先の会社から頂いた束になった
名刺を持たせる→②営業マンは初対面の担
当者にそれを見せる→③担当者は自社の歴
史を振り返り、思わず笑顔になるそうです。

人との縁
　社
長
就
任
後
二
年
目
の
甲
さ
ん
。

　甲
さ
ん
は
二
五
歳
で
父
親
（
現
在

は
会
長
）
の
会
社
に
入
社
。

　入
社
し
て
一
八
年
間
、
会
社
内
で

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き
る
よ

う
に
な
り
、
徐
々
に
事
業
承
継
の
準

備
が
完
了
す
る
と
思
っ
た
頃
。

　甲
さ
ん
が
父
親
に
社
長
交
代
の
話

を
す
る
と
、
即
、
却
下
。
父
親
は
甲

さ
ん
に
、「
乙
（
父
親
の
妹
で
会
社

の
経
理
責
任
者
）
の
信
頼
を
獲
得
せ

よ
」
と
の
課
題
を
つ
き
つ
け
ら
れ
ま

し
た
。
二
人
は
、
入
社
以
来
の
犬
猿

の
仲
。

　そ
う
こ
う
し
て
い
る
時
に
、
甲
さ

ん
は
、
知
り
合
い
の
ボ
ク
シ
ン
グ
ジ

ム
で
四
人
の
チ
ャ
ン
ピ
オ
ン
経
験
者

か
ら
話
を
聞
く
機
会
が
あ
り
ま
し

た
。
共
通
す
る
の
は
〝
俺
達
は
闘
争

心
だ
け
で
は
な
れ
な
か
っ
た
、
感
謝

が
あ
っ
て
こ
そ
頂
点
に
立
て
た
〞と
。

　甲
さ
ん
は
猛
省
、
乙
さ
ん
に
お
詫

び
と
感
謝
を
伝
え
ま
し
た
。そ
の
後
、

晴
れ
て
社
長
に
就
任
し
ま
し
た
。

闘
争
心
と
感
謝
心

６月号─8
発行


